
（別紙１）精神障害者医療費助成事業（一般）実施要綱 

 

（助成要件） 

第１条 この要綱により医療費の助成を受けることができる者は、次の各号の

いずれにも該当する者（生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護を

受けている世帯に属する者を除く。）で、かつ、国民健康保険法（昭和33年

法律第192号）の規定による被保険者又は社会保険各法の規定による被保険

者、組合員、加入者若しくはこれらの者の被扶養者であるものとする。 

(1) 本町内に住所を有する者（病院又は診療所（以下「病院等」とい

う。）に入院し、当該病院等の所在する場所に住所を変更したことによ

り、本町以外の市町村から当該病院等に入院をする際に本町に住所を変更

したと認められる者を除く。） 

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第

45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、その障害

等級が１級又は２級である者 

(3) 前年の所得（１月から７月までの間に受けた医療に係る医療費につい

ては、前前年の所得とする。以下同じ。）が、所得税法（昭和40年法律第

33号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下｢扶養親族等｣とい

う。）の有無及び数に応じて、国民年金等の一部を改正する法律の施行に

伴う経過措置に関する政令（昭和61年政令第54号）第52条により読み替え

られた国民年金法施行令等の一部を改正する等の政令（昭和61年政令第53

号）第１条の規定による改正前の国民年金法施行令（昭和34年政令第184

号。以下｢旧国民年金法施行令｣という。）第６条の４第１項に規定する額

を超えない者 

(4) 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻と同様の事情にある

者を含む。）又は民法（明治29年法律第89号）第877条第１項に定める扶

養義務者がある者にあつては、当該配偶者又は扶養義務者で主として精神



障害者の生計を維持する者の前年の所得が、扶養親族等の有無及び数に応

じて、旧国民年金法施行令第６条の４第３項に規定する額を超えない者 

２ 前項第３号及び第４号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、旧

国民年金法施行令第６条及び第６条の２の規定の例による。 

（住所地特例） 

第２条 病院等に入院をしたことにより、当該病院等の所在する場所に住所を

変更したと認められる者であつて、当該病院等に入院をする際に本町に住所

を有していたと認められる者（本町以外の市町村に所在する病院等に入院し

た者に限る。）は、前条第１項第１号に規定する本町内に住所を有する者と

みなす。ただし、２以上の病院等に継続して入院をしている者については、

国民健康保険法第116条の２第２項の例による。 

（適用除外） 

第３条 前２条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、こ

の要綱により医療費の助成を受けることができる者としない。ただし、町長

が必要と認めた場合は、この限りでない。 

(1) 吉野町子ども医療費助成条例（昭和48年９月22日条例第26号）により

医療費の助成を受けることができる者 

(2) 吉野町ひとり親家庭等医療費助成条例（昭和53年９月30日条例第25

号）により医療費の助成を受けることができる者 

(3) 吉野町心身障害者医療費助成条例（昭和48年９月22日条例第23号）に

より医療費の助成を受けることができる者 

（助成の範囲） 

第４条 医療費の助成は、対象者の疾病又は負傷について国民健康保険法、社

会保険各法その他の法令の規定により医療に関する給付が行われた場合にお

ける医療費のうち、当該法令の規定によつて対象者が負担した自己負担金の

額から次に掲げる額を控除した額に相当する助成金を対象者に支給して行う

ものとする。 



(1) 入院時の食事療養に係る標準負担額に相当する額 

(2) 入院時の生活療養に係る標準負担額に相当する額 

(3) 法令の規定による払戻し額その他これに相当するものが支給されてい

る場合は、その額に相当する額 

(4) 医療機関等（保険薬局を除く。）の診療報酬明細書（訪問看護療養費

明細書を含む。）又は医療保険各法に定める療養費支給申請書ごとに500

円。ただし、14日以上の入院に係る医療費については、1000円 

（受給資格証の交付申請） 

第５条 医療費の助成を受けようとする者は、精神障害者医療費受給資格証交

付申請書（第１号様式。以下「受給資格証交付申請書」という。）に次に掲

げる書類を添えて町長に申請しなければならない。 

(1) 第１条第１項第３号及び第４号に該当することを明らかにすることが

できる書類 

(2) 国民健康保険法に基づく被保険者証若しくは被保険者資格証明書又は

社会保険各法に基づく被保険者証、組合員証若しくは加入者証 

(3) 精神障害者保健福祉手帳 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）第54条第３項に

基づく自立支援医療受給者証（精神通院）の交付を受けた者にあつては、

自立支援医療受給者証（精神通院） 

２ 町長は、前項の規定により添えなければならない書類により証明すべき事

実を公簿等によつて確認することができるときは、当該書類を省略させるこ

とができる。 

（受給資格証の交付） 

第６条 受給資格証交付申請書を受理した町長は、申請者が対象者に該当する

と認めるときは精神障害者医療費受給資格証（第２号様式。以下「受給資格

証」という。）を交付するものとし、対象者に該当しないと認めるときはそ



の理由を付し、精神障害者医療費受給資格証交付申請却下通知書（第３号様

式）を交付するものとする。 

２ 町長は、受給資格証交付申請書の提出がない場合においても、対象者に該

当すると認めるときは受給資格証を交付することができるものとする。 

３ 受給資格証の交付を受けた者（以下「受給資格者」という。）は、受給資

格証の有効期間が満了した場合には、当該受給資格証を直ちに町長に返還し

なければならない。 

４ 受給資格者は、受給資格証を医療機関等において医療を受ける際に提示し

なければならない。 

（受給資格証の更新申請等） 

第７条 受給資格証の有効期間は、受給資格証交付の日から、同日以後最初の

７月31日又は精神障害者保健福祉手帳の有効期限のいずれか早い日までとす

る。 

２ 受給資格者は、受給資格証の更新を受けようとするときは、前項に規定す

る受給資格証の有効期限までに、精神障害者医療費受給資格証更新申請書

（第１号様式）に第５条第１項各号に掲げる書類を添えて町長に申請しなけ

ればならない。  

３ 第５条第２項及び前条の規定は、前項の規定による受給資格証の更新申請

があつた場合について準用する。 

（受給資格証の再交付） 

第８条 受給資格者は、受給資格証を破損し、又は失つたときは、受給資格証

再交付申請書（第４号様式）により町長に再交付を申請することができる。 

２ 受給資格証を破損した場合の前項の申請書には、当該受給資格証を添えな

ければならない。 

３ 受給資格者は、受給資格証の再交付を受けた後、失つた受給資格証を発見

したときは、直ちにこれを町長に返納しなければならない。 

（支給方法） 



第９条 助成金の支給を受けようとする者は、精神障害者医療費助成金（一

般）交付請求書（第５号様式）に領収書その他自己負担金を医療機関等で支

払つたことが明らかとなるものを添えて、町長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が奈良県内の医療機関等で診療を受

ける際に受給資格証を提示した場合において、当該医療機関等から提供され

る情報に基づき奈良県国民健康保険団体連合会から町長に当該診療に係る自

己負担金その他助成金の算定に必要な事項が通知されたときは、受給資格者

から町長に請求書の提出があつたものとみなす。 

（助成金の交付） 

第10条 町長は、前条の規定による請求書の提出があつたときは、その内容を

審査の上適当と認めるときは助成金を交付し、不適当と認めるときは精神障

害者医療費助成金（一般）交付請求却下通知書（第６号様式）により通知す

るものとする。 

（届出） 

第11条 受給資格者は、次に定める書類に受給資格証を添えて速やかに町長に

届け出なければならない。 

(1) 住所又は氏名を変更したときは、住所・氏名変更届（第７号様式） 

(2) 第４条に規定する医療に関する給付を行う保険者又は共済組合に変更

が生じたときは、加入医療保険変更届（第８号様式） 

(3) 第１条第１項第３号又は第４号に規定する者に該当しなくなつたとき

は、所得状況変更届（第９号様式） 

(4) 精神障害者保健福祉手帳の障害等級に変更があつたときは、障害等級

変更届（第10号様式） 

(5) 対象者が死亡したときは、死亡届（第11号様式） 

（受給資格者台帳の整備） 

第12条 町長は、受給資格者について精神障害者医療費受給資格者台帳（第12

号様式）を作成し、常に記載内容について整理しておかなければならない。 


